
ＳＡＧＡ２０２４鹿島市実行委員会会計処理規程 

 
（趣旨） 

第１条 この規程は、ＳＡＧＡ２０２４鹿島市実行委員会会則（以下「会則」という。）第

１７条第２項の規定に基づき、ＳＡＧＡ２０２４鹿島市実行委員会（以下「実行委員会」

という。）の会計処理に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （会計処理の範囲） 

第２条 この規程において会計処理とは、次の事項をいう。 

（１） 予算及び決算に関する事項 

（２） 会計帳簿の記帳、整理及び保管に関する事項 

（３） 金銭の収支に関する事項 

（４） 契約に関する事項 

 （帳簿等） 

第３条 実行委員会は、予算及び会計に関する帳簿等を備え、所要の事項を整然かつ明瞭に

記録しなければならない。 

２ 帳簿等は、作成年度の終了後、５年間保存しなければならない。 

 （会計責任者） 

第４条 会計責任者は、事務局長とする。 

 （会計年度） 

第５条 実行委員会の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 （予算の作成） 

第６条 実行委員会の予算は、会計年度ごとに会長が調製し、総会の議決を経なければなら

ない。 

２ 実行委員会の予算科目は、会長が別に定める。 

（補正予算） 

第７条 会長は、予算の決定後、やむを得ない理由により予算に変更を加える必要が生じた

ときは、補正予算を調製し、総会の議決を経なければならない。 

（金銭の範囲） 

第８条 この規程において金銭とは、現金及び預貯金をいう。 

２ 現金とは、通貨のほか小切手その他随時に通貨と引き換えることができる証書をいう。 

３ 預貯金とは、当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、郵便貯金等をいう。 

４ 手形及び有価証券は、金銭に準じて取り扱う。 

 （金融機関） 

第９条 金融機関との取引を開始し、又は廃止するときは、事務局長の承認を得て会計責任

者が行う。 

２ 金融機関との取引は、会計責任者の名をもって行う。 



 （金銭出納） 

第１０条 金銭の出納及び保管は、会計責任者が行う。 

２ 現金の出納は、会計責任者が特に必要と認めた場合のほか、速やかに金融機関に預け、

又は厳重な管理のもとに保管する。 

３ 金銭の支払いは、会計責任者の承認に基づいて行い、支払いに際しての領収書等は十分

に注意して保管しなければならない。 

４ 預金証書等は、所定の金庫に保管し、又は金融機関に保護預かりしなければならない。 

（収入の調定） 

第１１条 収入しようとするときは、収入の理由、所属年度、金額、収入科目その他必要な

事項を記載した調定決議書により徴収の決定をしなければならない。 

２ 会計責任者は、やむを得ない事由がある場合は、徴収の決定前に収納することができる。 

 （収入の通知） 

第１２条 前条第１項の規定により徴収の決定を行ったときは、振込依頼書等を納入義務

者に送付することにより、納入の通知をしなければならない。 

 （収納） 

第１３条 会計責任者は、収納したときは、領収書を発行しなければならない。ただし、口

座振込で収納したときは、この限りではない。 

 （支出） 

第１４条 支出は、債権者の提出した請求書に基づき、支出決議書を作成して行わなければ

ならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の支出については請求書を要しないものとする。 

 （１） 公署等の発行した納付書等によるもの 

 （２） 切手、収入印紙 

 （３） その他請求書により難いもの 

３ 会計責任者は、支出の都度、速やかに支出決議書（支出伺い）、証拠書類（銀行が発行

する振込伝票の控え等）、通帳を突合して適正な支出が行われたことを確認し、支出決議

書に確認した記録を残さなければならない。 

 （支払方法） 

第１５条 支払いは、口座振込を原則とする。ただし、小口の支払等については、現金で支

払うことができる。 

２ 現金で直接支払う場合には、領収書と引換えにしなければならない。ただし、領収書の

徴取が困難な場合には、別に定める支払証明書をもってこれに代えることができる。 

 （特例的支払） 

第１６条 事務取扱上やむを得ない場合は、次の特例的支払を行うことができる。 

 （１） 資金前渡払 

 （２） 概算払 



 （３） 前金払 

２ 前項第１号又は第２号の支払いを行った場合は、事後速やかに精算をしなければなら

ない。 

 （手許現金） 

第１７条 会計責任者は、日々の現金支払いに充てるため、必要最小限の手許現金を置くこ

とができる。 

（契約機関） 

第１８条 契約は、会長又はその委任を受けたものでなければこれをすることができない。 

 （見積書の徴取） 

第１９条 随意契約を行おうとするときは、２人以上の者から見積書を徴しなければなら

ない。 

２ 前項の規定にかかわらず、予定価格が１０万円を超えないとき、又は契約の性質上２人

以上の者から見積書を徴することが適当でないと認められる場合については、１人から

見積書を徴するだけで随意契約をすることができる。 

 （契約書の作成） 

第２０条 契約を締結するときは、当該契約に係る必要な事項を記載した契約書を作成し

なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、契約金額が５０万円を超えない契約については、契約書の作

成を省略することができる。この場合においては、契約に必要な事項を記載した請書を提

出させなければならない。ただし、金額が１０万円を超えない契約については、請書の作

成を省略することができる。 

 （予定価格） 

第２１条 契約を締結しようとするときの予定価格は、その契約の目的となる物件又は役

務についての取引の実例価格等を考慮して適正に算定するものとし、予定価格調書は、そ

の作成を省略して差し支えないものとする。 

 （物品の範囲） 

第２２条 物品とは、次の各号に掲げるものをいう。 

（１） 備品 公印及び比較的長期間、性質又は形状を変えることなく使用に耐える物品

又は長期間にわたり保存すべき物品であって、一品の取得価格又は取得評価額が２万

円（税込）以上のもの 

（２） 消耗品 備品以外の物品 

 （備品の管理） 

第２３条 備品の管理のため台帳を備え、その保全状況及び移動について記録するととも

に、移動、毀損又は滅失のあった場合は会計責任者に報告しなければならない。 

２ 会計責任者は、毎年度一回以上、備品台帳と現物の照合を行わなければならない。 

 （物品の処分） 



第２４条 不用の決定をした物品については、売却又は棄却その他の方法により、処分する

ことができる。 

 （決算書類の作成） 

第２５条 会計責任者は、毎会計年度終了後、速やかに決算書類を作成し、会長に報告しな

ければならない。 

２ 会長は、前項の決算書類に基づいて監事の監査を受けた後、当該決算書類に監事の意見

書を添えて総会に提出し、その承認を受けて決算を確定する。 

 （その他） 

第２６条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、事務局長が

別に定める。 

   附 則 

この規程は、令和４年７月１３日から施行する。 

 


